
都市整備部　令和８年２月定例府議会提出予定議案の概要
	
１　事件議決案（１８件）訴えの提起：計 約 ８５０万円

関係者との調整に日時を要したこと等に伴う繰越

	

	
	件　　名
	概　　　要
	所　管

	１
	淀川河川公園整備事業の施行に伴う負担金徴収の件
	令和８年度において国が施行する淀川河川公園整備事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、都市公園法第１２条の４の規定により議決を求めるもの。
受益市　　　　大阪市
負担率　　　　１／６
負担金　　　　３，７３３万２，１６６円

	公園課

	２
	都市高速鉄道連続立体交差事業の施行に伴う負担金徴収の件
	令和８年度において府が施行する都市高速鉄道連続立体交差事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。
受益市　　東大阪市ほか４市
負担金　　１８億２，８５１万１千円

	交通戦略室

	３
	モノレール道整備事業の施行に伴う負担金徴収の件
	令和８年度において府が施行中のモノレール道整備事業により利益を受ける市から負担金を徴収するため、地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。
受益市　　守口市及び門真市
負担金　　９，９３３万３千円

	交通戦略室

	４
	流域下水道事業の施行に伴う負担金徴収の件
	　令和８年度において府が施行する流域下水道事業により利益を受ける市町村から負担金を徴収するため、下水道法第３１条の２の規定により議決を求めるもの。
受益市町村　　大阪市ほか４１市町村
　　負担率　　　　国庫補助事業　　１／４、１／６
　　　　　　　　　府費単独事業　　１／２
　　　　　　　　　維持管理費　　５.５／１０ほか
　負担金　　　　４１８億７，８２４万６，５００円

	下水道室

	５
	淀川河川公園整備事業の施行に伴う負担金変更の件
	令和７年度において国が施行中の淀川河川公園整備事業の事業費の変更に伴う受益市負担金の変更について、都市公園法第１２条の４の規定により議決を求めるもの。
負担金　　９８９万７，８３３円
→６６８万３，５００円

	公園課




	６
	都市高速鉄道連続立体交差事業の施行に伴う負担金変更の件
	令和７年度において府が施行中の都市高速鉄道連続立体交差事業の事業費の変更に伴う受益市負担金の変更について、地方財政法第２７条の規定により議決を求めるもの。
負担金　　１５億３，５２２万８千円
→１２億２，０７３万２千円

	交通戦略室

	７
	流域下水道事業の施行に伴う負担金変更の件
	令和７年度において府が施行中の流域下水道事業の事業費の変更に伴う受益市町村負担金の変更について、下水道法第３１条の２の規定により議決を求めるもの。
負担金　　３４９億８，４００万６，０００円
　　　　　　 →３５９億８，３７４万９，５００円

	下水道室

	８
	工事請負契約締結の件
（道路改良事業）
	(1)主要地方道八尾茨木線鳥飼中高架橋耐震補強工事（その２）請負契約
契約金額　１５億５，３１６万２，６００円
請 負 者　 村本建設株式会社

(2)主要地方道大阪和泉泉南線（名越工区）橋梁下部工事（Ｒ７）請負契約
契約金額　８億５，９９８万円
請 負 者　 中林・松建特定建設工事共同企業体

	道路室

	９
	工事請負契約締結の件（モノレール道整備事業）
	大阪モノレール鋼軌道桁建設工事（荒本北工区その２）請負契約
　　契約金額　３０億３，６８８万円
　請 負 者　 高田機工株式会社

	交通戦略室

	10
	工事請負契約締結の件（大阪府立高等学校施設整備事業）
	大阪府立新工業系高等学校（仮称）改築機械設備工事（その２）請負契約
契約金額　１５億２，９００万円
　請 負 者　 川崎設備工業株式会社

	公共建築室

	11
	工事請負契約締結の件（大阪府立支援学校施設整備事業）
	(1) 大阪府立大阪市北東部地域支援学校（仮称）改修その他工事請負契約
契約金額　２１億９，４５０万円
　請 負 者　 株式会社淺沼組

(2) 大阪府立大阪市北東部地域支援学校（仮称）改修その他電気設備工事（その２）請負契約
契約金額　５億８，６０２万６００円
[bookmark: _Hlk216174785]　請 負 者　 鶴田電設株式会社

	公共建築室

	12
	工事請負契約変更の件（モノレール道整備事業）
	(1) 大阪モノレール支柱建設工事（三島工区その２）請負契約 　　　　　　　　　　（令和４年１２月２０日議決）
　　契約金額　２２億３，１４２万７，０００円
　　　　　　　→２７億３，０９７万６，６００円
　　請 負 者　東洋建設・修成建設コンサルタント共同企業　　
　　　　　　体
主な変更理由　矢板打設時に深部で支障物が判明したことによる打設工法の変更に伴う増額、基礎施工時に生じた汚泥の処分数量変更に伴う増額及び道路管理者協議による舗装復旧箇所の精査に伴う減額

(2) 大阪モノレール支柱建設工事（諸福工区）請負契約
　　　　　　　　　　　　（令和７年１０月２０日議決）
　　契約金額　３０億９，９５３万６，０００円
　　　　　　　→３１億８，５０１万２，６００円
　　請 負 者　戸田・ハンシン特定建設工事共同企業体
主な変更理由　特例措置の実施による労務費等の変更に伴う増額

	交通戦略室

	13
	工事請負契約変更の件（津波・高潮対策事業）
	　一級河川安治川（旧淀川）新水門築造工事請負契約
　　　　　　　　　　　　（令和７年３月２４日議決）
　　契約金額　１２７億７，６８８万１，７００円
　　　　　　　→１３２億６，２９１万７，８００円
　　請 負 者　鹿島・みらい・井上共同企業体
主な変更理由　鋼管矢板打設位置の地中障害物撤去に伴う増額、撤去予定の防潮堤の中詰めコンクリート撤去に伴う増額及び躯体構造の見直しに伴う減額

	河川室

	14
	不動産買入れの件（府営りんくう公園（中地区）整備運営事業）
	府営りんくう公園の中地区における整備運営事業により設置される特定公園施設について、実施協定書に基づき買い入れるため、地方自治法第96条第１項第８号の規定により議決を求めるもの。
買入れ金額　　１億７，８５２万２，９５７円
買入れ先　 ブリッジパークプロジェクトグループ

	公園課




	15
	大阪府営住宅の家賃及び共益費に関する債権放棄の件
	大阪府営住宅の家賃及び共益費の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
件数　　１０７件
金額　　４，９５１万９４２円並びに当該家賃及び共益費に係る遅延損害金

	住宅経営室

	16
	大阪府営住宅の家賃及び共益費に相当する損害金に関する債権放棄の件
	大阪府営住宅の家賃及び共益費に相当する損害金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
件数　　１１６件
金額　　７，４９６万５，２９９円及び当該損害金に係る遅延損害金

	住宅経営室

	17
	大阪府営住宅の駐車場使用料に関する債権放棄の件
	大阪府営住宅の駐車場使用料の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
件数　　１，７５６件
金額　　９，４５７万１，６６７円及び当該駐車場使用料に係る遅延損害金

	住宅経営室

	18
	大阪府営住宅の修繕に係る負担金に関する債権放棄の件
	大阪府営住宅の修繕に係る負担金の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決を求めるもの。
件数　　１００件
金額　　９８１万４，９００円及び当該負担金に係る遅延損害金

	住宅経営室



２　条例案（４件）
	
	件　　名
	概　　　要
	所　管

	１
	大阪府都市公園条例及び大阪府附属機関条例一部改正の件
	１　泉佐野丘陵緑地を泉佐野市へ移管することに伴い、公園施設を設ける場合の使用料の規定から、泉佐野丘陵緑地を削除する。
２　大阪府泉佐野丘陵緑地運営審議会を廃止する。
　　　　施行日：令和８年４月１日

	公園課

	２
	大阪府建築都市行政事務手数料条例及び大阪府建築都市行政事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	マンションの建替え等の円滑化に関する法律の改正により、マンション再生組合の設立についての認可の申請があった場合に特定行政庁に協議を行う事務等が追加されたことに伴い、地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の特例制度に基づき、当該事務を豊能町ほか８町村が処理することとする等の改正を行う。
　　　　施行日：令和８年４月１日

	居住企画課

	３
	大阪府建築基準法施行条例一部改正の件
	１　建築物の確認申請に係る手続を電子情報処理組織を使用する方法により行うことができることとすることに伴い、当該手続を電子情報処理組織を使用する方法により行う場合の消防長等の同意を得るための事務を泉大津市ほか２５市町村が処理することとしている事務から除く。
２　地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の特例制度に基づき、建築物の接道義務の適用除外に係る認定のために必要な現地の状況等の調査に関する事務を泉大津市ほか２５市町村が処理することとする。
　　　　施行日：令和８年４月１日

	建築指導室

	４
	大阪府営住宅条例一部改正の件
	子育て世帯に対する住宅支援として、子育て世帯の公営住宅の入居資格の緩和を行う等の改正を行う。
　〔主な改正内容〕
　(1) 公営住宅について、子育て世帯の入居の際の収入の上限として定めている金額及び当該上限が適用される場合の要件を改める。
　　・収入の上限として定めている金額
　　〔改正前〕２１万４千円
　　〔改正後〕２５万９千円
　　・当該上限が適用される場合
　　〔改正前〕同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合
　　〔改正後〕同居者に１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者がある場合

　(2) 特定公共賃貸住宅等の空き住戸を公営住宅と同等の入居資格の住宅として供給するため、新たな類型の住宅である公営型地域優良賃貸住宅を追加するとともに、その入居資格等を定める。
　　　　施行日：令和８年４月１日（(2)は令和８年１０月１日）

	住宅経営室











	３　報　告（５件）訴えの提起：計 約 ８５０万円

関係者との調整に日時を要したこと等に伴う繰越

	

	
	件　　名
	概　　　要
	所　管

	１
	府営住宅明渡請求に関する訴えの提起及び和解の専決処分の件
	家賃滞納者等に対する府営住宅明渡請求に関する訴えの提起及び和解について、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告するもの。
(1)訴えの提起　　７０件
専決日　 令和７年１２月１８日
　(2)和　　　解　　３３件
　　　　　専決日　 令和７年１２月１８日

	住宅経営室

	２
	工事請負契約変更の専決処分の件
（道路改良事業）
	(1) 主要地方道茨木摂津線（茨木箕面丘陵線）橋梁下部工事（その２）（仮称佐保橋梁）請負契約
（令和６年１２月１６日議決）
　専決日　令和７年１２月１９日
　　契約金額　変更前　２１億２，９７４万８，５００円
　　　　　　　変更後　２１億６，６２５万９，７００円
　請 負 者　大日本土木株式会社
主な変更理由　止水及び内壁強化のための薬液注入工追加に伴う増額

(2) 主要地方道八尾茨木線仁和寺高架橋（ＯＮランプ部）耐震補強工事請負契約　　　（令和７年３月２４日議決）
　専 決 日　令和７年１２月１９日
　契約金額　変更前　７億１，４９３万５，１００円
　　　　　　変更後　７億５，１５２万６，６００円
　　請 負 者　中井商工株式会社
主な変更理由　施工時に判明した支障物件の移設に伴う増額及び警察協議による交通規制方法の見直しに伴う増額

(3) 主要地方道枚方富田林泉佐野線（都市計画道路梅が丘高柳線）橋梁上部工事（Ｒ７－Ｒ９）請負契約
（令和７年１０月２０日議決）
専 決 日　令和７年１２月１９日
　　契約金額　変更前　１３億５，７４０万円
　　　　　　　変更後　１３億９，０６２万９，９００円
　　請 負 者　株式会社駒井ハルテック
主な変更理由　特例措置の実施による労務費等の変更に伴う増額

	道路室

	３

	工事請負契約変更の専決処分の件（モノレール道整備事業）
	(1) 大阪モノレール支柱建設工事（松生町工区）請負契約
　　　　　　　　　　　　（令和３年１０月１１日議決）
　　専 決 日　令和７年１２月１９日
　　契約金額　変更前　１９億５６７万１，９００円
　　　　　　　変更後　１９億４，６６２万４，９００円
　　請 負 者　森本組・新土木開発コンサルタント共同企業　　　
　　　　　　体
主な変更理由　関係者協議による仮設工の追加や発生土の仮置き場所変更による運搬費追加等に伴う増額及び発生土の土質分析による残土処分先の変更に伴う増額

(2) 大阪モノレール支柱建設工事（三島工区その１）請負契約　　　　　　　　（令和４年１２月２０日議決）
　　専 決 日　令和７年１２月１９日
　　契約金額　変更前　１４億５８１万５，４００円
　　　　　　　変更後　１４億５，５３７万８，１００円
　　請 負 者　株式会社森組
主な変更理由　インフレスライドに伴う増額及び関係者協議による舗装復旧の数量削減に伴う減額

(3) 大阪モノレール支柱建設工事（中鴻池町工区）請負契約　　　　　　　　　　（令和５年３月１７日議決）
　　専 決 日　令和７年１２月１９日
　　契約金額　変更前　１９億６，２９８万５，２００円
　　　　　　　変更後　１９億９，１９７万５，７００円
　　請 負 者　株式会社森組
主な変更理由　関係者協議による近接構造物への影響対策の追加に伴う増額及び基礎施工時に生じたコンクリート殻等の処分数量変更に伴う増額

(4) 大阪モノレール水路復旧工事請負契約
　　　　　　　　　　　　（令和６年１２月１６日議決）
　　専 決 日　令和７年１２月１９日
　　契約金額　変更前　５億９，００９万５，０００円
　　　　　　　変更後　６億３，２７２万６，６００円
請 負 者　中林建設株式会社
主な変更理由　関係者協議による仮設工の変更に伴う増額及び既設人孔への接続部にかかる復旧工法変更に伴う増額

	交通戦略室

	４
	工事請負契約変更の専決処分の件（都市河川改良事業）
	(1) 寝屋川北部地下河川城北立坑築造工事請負契約
　　　　　　　　　　（令和元年１０月２５日議決）
　　専 決 日　令和７年１２月１９日
　　契約金額　変更前　１２０億４，３３２万３，６００円
　　　　　　　変更後　１２０億２，４５５万８，７００円
　請負者　戸田・ハンシン・大容特定建設工事共同企業体
主な変更理由　インフレスライドに伴う増額、後続工事との調整による仮設鋼矢板の処理方法変更に伴う増額及び堆積泥土等の処分量減に伴う減額

(2) 一級河川寝屋川加納元町調節池築造工事（Ｒ４本体工）請負契約　　　　　　　（令和４年１２月２０日議決）
　　専 決 日　令和７年１２月１９日
　　契約金額　変更前　８５億９，７３０万５，２００円
　　　　　　　変更後　８６億１，４３１万１，２００円
　　請 負 者　大林・日本国土・前田特定建設工事共同企業体
主な変更理由　鋼矢板の引抜きによる影響軽減のため鋼矢板残置に伴う増額、熱中症対策にかかる国通知に基づく現場管理費補正に伴う増額及び調節池本体底部の排水処理構造の変更に伴う減額

	河川室

	５
	債権放棄報告の件（都市整備部所管債権）
	都市整備部が所管する債権について、大阪府債権の回収及び整理に関する条例第６条第３項の規定により放棄したので、同条第４項の規定により報告するもの。
(1)大阪府オーパス・スポーツ施設情報システムの登録
料及び登録更新料
　件　数　　１０件
金　額　　４，２００円並びに当該登録料及び登録更新料に係る遅延損害金
　専決日　　令和８年１月２０日

(2)大阪府営住宅の家賃及び共益費
件　数　　９件
金　額　　５万４４円並びに当該家賃及び共益費に係る遅延損害金
専決日　　令和８年１月２０日

(3)大阪府営住宅の家賃及び共益費に相当する損害金
件　数　　１件
金　額　　５，７００円及び当該損害金に係る遅延損害金
専決日　　令和８年１月２０日

(4)大阪府営住宅の駐車場使用料
件　数　　３３件
金　額　　１８万１，７６０円及び当該駐車場使用料に係る遅延損害金
専決日　　令和８年１月２０日

	公園課
住宅経営室
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